
　　2015年度短期大学部自己点検・評価（幼児教育学科）　　　　

短大基準協会 2015年度事業計画 内容と成果 課題 備考

基準Ⅱ 教育課程と学生支援

Ａ 教育課程

１ 2015年度の主な教育活動 ・教育活動の学年暦をもとに

２教育課程編成・実施の方針 ・コース制 ３つのコースからなる専門ゼミナー
ルでは、コースとしての特色を見直し､
理解ある地域との連携のもと、充実し
た教育活動が展開できた。その成果を
卒業レポートや要旨集にまとめ、保育
フォーラムにおいては各コース共、特
色ある内容の発表ができた。桐が丘幼
稚園児との合同観劇鑑賞会では、幼児
と共に素朴な演出の中にも、プロの劇
団の演技に感動を覚え、改めて文化意
識・幼児理解を深めることができた。

基礎ゼミでの学びが専門ゼミ活動に
反映されるよう、さらに教員同士の連
携を密にする。また、学生自身が自己
課題を常に意識し、意欲的に研究に臨
めるよう日頃からのきめ細かやかな支
援に努め、各コースの専門性を身に付
けた学生の育成に尽力する。更に、学
びをレポート化する際の「書く力」に
特化し、個別指導を定期的に行う。

４学習成果の査定 ・実習生の保健・安全 　実習委員会を月1回開催し、各実習指
導担当が共通理解することや問題点に
ついて話し合い、指導内容についても
確認しあうことができた。また実習指
導書の内容について再検討をし、課題
点をみつけることができた。
　実習中における保健・安全面につい
て、風疹の予防接種義務や暴風警報発
令時における学生への対応を他学科と
も共通理解し対応を明確化した。
　実習交流会ではそれぞれの立場で
個々の学生が学ぶ視点を明確にでき
た。1年生は実習記録のとり方や現場の
保育者とのかかわり方などの具体的な
話を聞き不安感を少なくし、２年生は
他の学生からの体験談を聞き、視野が
広まったという効果があった。

実習指導書の内容について保健・安
全面の記載事項を変更した。学生や実
習園に周知していく必要がある。

実習園の巡回をする中で、基本的な
挨拶・コミュニケーション・日誌の記
録の不備などの指摘が多い。個人差は
大きいが実習に臨むための基本的な姿
勢として、継続してきめ細やかに指導
していく必要がある。

実習交流会の準備・内容の進め方に
ついて学生主体の行事になるように変
えていく必要がある。
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５学生の卒業後評価 ・現場ニーズの把握 　2015年度は未実施。

Ｂ 学生支援

１学習成果獲得に向けた教育資
源の有効活用

　2015年度は未実施。

・初年次教育 2015年度は、保育者として人にかか
わる職業に就くために必要な「基礎・
基本となる学習能力の習得」と「充実
した生活設計能力の定着」を目標に初
年次教育を実施した。学生自らが自身
の課題に気づき、問題解決力を養い、
実施による振り返りの仕組みを、１年
生ゼミの時間で構築をするよう努め
た。入学後まもない時期での新入生研
修による学ぶ意義や仲間づくり、教育
実習による学ぶ目標の明確化、基礎学
力の見直し等により、自己課題を明確
にし、その改善を積極的に行ってい
た。自分自身を知ることにより、他者
理解が深まり保育士を目指す学生とし
て望ましい姿が見受けられた。

入学時において、高等教育での学び
の一層の自覚を持つ必要性が感じられ
る。また、実習先から身に付けて欲し
い力として「文章を読む・文章を書
く・人とコミュニケーションを取る・
正しい日本語で話をする」等、明確に
示されていることから、取り組みの一
層の充実を図らなければならない。ま
た、幼児教育学科全体として学生個々
が持つ課題について、更なる細やかな
対応の必要がある。

・新入生研修 2015年度より、1年生基礎ゼミナール
において、学生のコミュニケーション
能力を高め、大学生活への早期適応を
図ることを目的に入学当初に新入生研
修を実施した。本年度は４月1５日に
行った。研修先は郡上市八幡町総合文
化センター及び同市大和町古今伝授の
里であった。主な研修内容は、①「郡
上市の子育て」についての講演（郡上
市総合文化センター）、②ゼミ活動、
③「うたを通したコミュニケーショ
ン」についての講演（古今伝授の里）
であった。②についてはグループディ
スカッション形式で実施した。また自
然を散策しながら、学生、教員が交流
し、新しい学生生活の、より良い第一
歩を築く成果をあげた。

2014年度までの宿泊研修での課題
（時間割上1泊2日の実施が年々厳し
く、特に資格取得に関わる授業の振り
替えの困難さに直面するため、宿泊研
修実施が可能かどうかを含め、同研修
について検討）は日帰りの実施によ
り、解消された。また本学が取り組み
を開始している地域連携推進事業の対
象地域（関市・美濃市・郡上市）を踏
まえた検討をし、2015年度は1日の行程
で郡上市（地域連携協定市のひとつ）
で研修を実施することも達成された。
今後日程について、反省として、限ら
れた時間内での研修内容についてあら
ためて整理し、時間的余裕をうみだす
プログラムを組むことが課題である。

２学習成果獲得に向けた組織的
学習支援
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・1･2年ゼミナール検討会 ゼミ運営委員会という名称にて実施
しており，本年度は，新入生研修，来
年度のゼミの教員配置および実施体
制，基礎ゼミ・専門ゼミの内容および
開講時間割，保育フォーラムの実施に
ついて検討を行った。特に来年度のゼ
ミ教員配置については，各教員の特性
に応じて基礎ゼミ-専門ゼミ間で2名を
入れ替えることとした。また，ゼミの
内容として，基礎ゼミでは「5つのあそ
び，初年次教育，見学実習」の3つを大
きな柱とし，専門ゼミでは「卒業研究
ポート」を後期の柱，そしてその「中
間報告」を前期の柱とする方針を決定
した。

ゼミ運営委員会代表の不手際によ
り，2015年度は4回の開催に留まった。
十分な検討を重ねたとは言いがたい状
況だったため，2016年度は定期的に開
催することを大前提としたい。また，
ゼミは学生対応の中心的な役割を果た
すため，1年生には大学生活への対応
等，2年生には就職活動等について十分
なサポート体制が整えられるよう，継
続的に検討を行いたい。

・教職実践演習の充実化会
議

　本年度から「保育・教職実践演習」
と名称変更を行った。外部講師の選定
については年度当初２年生ゼミ担当者
会議において、教職実践演習の授業内
容に合わせた形で検討、実施した。

　学修内容については担当者が変更さ
れたこともあり、年度当初からゼミ担
当者会議にて引き続き検討する。

・ボランティア活動 　本学科の学生は、地域における多く
のイベント活動に参加して成果をあげ
ている。ボランティア活動の内容に
よっては、事前に製作等の準備が必要
な場合や、ボランティア参加学生のた
めにスクールバス運行の手配が必要と
なることがある。そのため、今年度
は、ボランティアにおける製作費用お
よびバス運行代等の予算を学科予算に
組み込んだ。さらに、学内外の助成事
業の予算を獲得できるように努めた。
学生のボランティア活動への参加は、
学習成果の獲得のみならず就職に結び
つく実績も残されている。なお、学生
が参加したボランティア活動について
は、資料参照とする。

　学生の地域でのボランティア活動に
ついて、学内の地域貢献事業助成を2件
獲得し活動を実施した。今後さらに、
本学科で学んだ専門知識や技術を活用
して充実した地域での活動を行うため
の予算の獲得に努めていくことが望ま
しい。

２学習成果獲得に向けた組織的
学習支援
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・保育フォーラムの充実 　毎年1月第4土曜日に保育フォーラム
を開催している。本年度は2016年1月23
日に開催した。1年ゼミでは1年間の活
動を代表者が発表した。2年生は昨年度
の反省を踏まえ、3コースそれぞれ1ゼ
ミの発表とした。その後、卒業生と在
学生との交流会を開催した。先輩の社
会人から専門職の意義や大学在籍期間
の学修の重要性について直接話を聞く
ことで、在学生は学びの意義をより強
固にしている。また、卒業生にとって
は、社会人としての自らの1年間を省察
し、仕事に自信と誇りをもつ機会とも
なっている。
　本年度は学生の主導で保育フォーラ
ム全体を運営する事ができた。それぞ
れの発表に対する講評、グループ交流
会も学生の積極的な運営によることが
できた。

　今年度で6回目の実施となり、本学科
の行事として定着しつつある。2006年
度以降の卒業生17名が、在学生との交
流会に出席した。約10年前までの卒業
生に案内を発送したが、毎年卒業生の
協力を得ることに苦戦している。卒業
生への広報をより積極的に行う必要が
ある。
　次年度は、保育フォーラム企画の段
階から学生も参加させ、準備を進めて
いくようにしたい。
　本フォーラムは、卒後1年目を含め
て、保育者の育成を保証するという意
図から開催してきた。本会を形骸化さ
せないためにも、卒業生と在学生との
交流時間の設定を優先させる必要があ
る。

３学習成果獲得に向けた学生へ
の組織的な生活支援

2015年度も充実した学生生活支援を
目指し、学科会議において学生の授業
欠席回数を確認、気になる学生の早期
発見を学科として共通理解することが
出来た。また、ゼミ教員が細部に気を
配り家庭と連携を取りながら指導を進
めた。その結果が学科での退学者が年
間２名と減少させることにつながった
のではないかと推察される。
また、本年度も前期基礎ゼミナール時
に性教育について、外部講師を招いて
講演を聴くことができ、命の大切さを
通して自分自身も見つめ直すことがで
きた。

2015年度まで、1年生を対象に、入学
直後に学生支援委員会（学生相談委員
会）より、ウェルネスチェックおよび
面談が実施されていた。このことによ
り、問題を抱える学生の早期発見が可
能となっていたが、面談時間が極めて
短いことや、他学科の教員が担当する
こともあり、見直されることとなっ
た。今後はウェルネスチェックのみ実
施し、その後相談希望の学生を丁寧に
拾い上げ、相談員等につなげる具体的
方法を改善し、よりきめ細やかな学生
支援の在り方を課題とされる。

２学習成果獲得に向けた組織的
学習支援
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４進路支援 学生は入学時・進級時にキャリア支
援センターからの就職・進学ガイダン
スを受け、一人ひとりが進路について
考える機会を持っている。また、キャ
リア支援センターは「仕事と人生」の
講義や公務員対策講座への参加を促
し、2年次5月には、センター職員によ
る個人面談と就職ガイダンス、各仕事
相談会の案内、メール登録による就職
情報発信を行った。その結果、2015年
度は公務員合格者が8名となり、学生の
希望がかなえられる就職となりつつあ
る。ゼミ担当教員、キャリア支援委
員、学科長、キャリア支援センターと
支援構造を密にし、個に合った支援を
行っており、就職・進学決定も早い段
階で決まっている。

13年連続就職率100％であるが、今後
入学者増員を目指すためには、就職の
質を上げていくことや、学生の希望に
沿った就職先への道を拓くことが課題
となる。特に2015年度は公務員の希望
者が多く、受験者数も増加傾向にある
ため、公務員対策講座の受講を勧め更
に合格者を増やしていきたい。そのた
め学生の就職・進学希望先を丁寧にリ
サーチし、キャリア支援センターと学
科が協力し合い最終目標の達成への支
援が必要となる。

また、専門職以外の就職希望者へは
早い段階から学内外の企業説明会の案
内を告知し、個に合った就職先を見つ
けていくことが課題となる。

・学科教員の高校訪問 学科教員が1名4～5校を担当し、前後
期の2回に分けて、入試広報課員ととも
に高校を訪問した。前期訪問時（6月）
には訪問高校の出身在学生の短大生活
や進路（就職）の状況を伝えるととも
に、本学で学ぶことの意義、就職先に
ついて具体的に説明することができ
た。進路指導の教員と意見交換するこ
とで、その年の変化や情報をリアルタ
イムで得る機会となった。また本年は
新たな試みとしてポスター形式で「在
学生からのメッセージ」を作成、進路
指導室前等への掲示を依頼した。

高校側、教員、入試広報課とのスケ
ジュール調整が困難なため、より多く
の高校へ足を運ぶことが難しいこと。
また、高校側の煩雑さを考えると、他
学科の訪問との関係から訪問時期、回
数等の調整が検討課題となる。

５受験生に対する受け入れ方針
の明確化
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・出前授業 出前授業は受験生受入れの初期段階
として重要である。高校内での開催に
より、進路決定の手段としてより多く
の高校生が体験できる利点がある。
年々、高校との信頼関係が深まり、本
学科指名数が増加の傾向にある。短大
教員による授業は、入学後必要とされ
る学習力を示す機会でもあり、新入生
の初年次教育の先駆けとして有効であ
る。次の段階として、オープンキャン
パスなど学びの場へ足を運び、短大で
の学びの心構えを深めることができ
る。このような段階的啓蒙は、保育者
養成課程への滑らかな移行として有効
である。

出前講座は高校主宰であり、年度初
めに年間計画が立たないため、教員や
短大行事等のスケジュール調整が困難
である。講義演習の体験のほか、受講
生との質疑応答の時間があるとよい。
また、出前授業から進路説明会、オー
プンキャンパスへの進展も検証できる
とよい。

・高大連携科目 高大連携事業として、済美高等学校
の高校生を対象として実施した。本年
は昨年より3名参加者が増加し、2、3年
生あわせて44名あった。昨年同様、入
学後、本科目は大学の単位として認定
される。本年は受講者以外にプロム
ナードコンサート鑑賞に参加を呼びか
けて、本科目受講生以外に50名ほどの
参加があった。

現在、学内のみで講義を実施してい
るところへ高校生が参加する形となっ
ているが、今後は済美高校へ教員が出
向き、講座を開催することを高校と協
議、実施する予定である。

・高校生向け講座 本年度の講座は、高校生の入学前調
査での不安科目である実技2教科（音楽
と造形）を7月29日に開講した。高校1
～３年生が受講しており、高校生に
とって入学前に学んでおくことの導入
や、不安解決策提供の機会にできた。
大学生活の早期準備の提示が可能で、
入学前教育と位置付けることができ
る。また、この2科目は、個別対応が可
能で、能力に合った学習法が提供でき
ている。

　７月末の開講であったが、昨年の８
月実施と比べ若干参加人数が増えたも
のの、やはり、高校にとってこの時期
（夏休み前半）は他の行事と重なり参
加人数が少なかった。内容の面では、
音楽、造形、身体表現を取り入れた遊
びとしての表現活動として１本化する
ことも考えられる。また、平日のメ
リットを生かし、附属幼稚園や児童セ
ンターの子どもたちとの触れ合いなど
も企画に加えることで、オープンキャ
ンパスとの差別化を図りたい。

５受験生に対する受け入れ方針
の明確化
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基準Ⅲ 教育資源と財的資源

Ａ 人的資源

１教育課程編成・実施の方針に
基づく教員組織の整備

２教育課程編成・実施の方針に
基づく教育研究活動

・教員研修の充実 保育者養成に関する情報を共有する
ために、保育士養成協議会全国セミ
ナー（2名）、中部ブロックセミナー
（1名）、同会研修会（2名）に代表者
が参加した。

学外競争研究資金については1名が研
究代表者として、1名が研究分担者とし
て科学研究費助成金を受託している。
その他、学内特別研究費に1件が採択さ
れ、1年間の研究に取り組んできた。そ
れぞれ、成果発表を準備している状況
である。研究活動には全教員が積極的
に取り組もうとする態勢がある。

2018年度の保育士養成協議会セミ
ナーが、岐阜地区で開催される。開催
に先立ち、2015年度は2名の教員が全国
セミナーに参加した。2016・2017年度
には2015年度参加者以外の教員・全員
が、全国セミナーに参加できるように
工夫したい。また、東海圏での大学間
連携も考慮しつつ、中部ブロックセミ
ナーにも参加協力するよう、一層努力
したい。
2016年度科学研究費への挑戦につい

ては、研究代表者として8件、専任教員
全員が応募している。今後、幅広く外
部研究資金獲得に挑戦するよう、各教
員の積極性に期待したい。

３学習成果を向上させる事務組
織の整備

４人事管理

Ｂ 物的資源

１校地・校舎・設備等の整備

２施設設備の維持管理

Ｃ 技術的資源等その他教育資源

１学習成果を獲得させるための
技術的資源の整備
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Ｄ 財的資源

１財的資源の適切な管理

２財政上の安定確保の計画策定
と管理

Ⅳ リーダーシップとガバナンス

Ａ 理事長のガバナンス

１学校法人の管理運営体制確立

Ｂ 学長のリーダーシップ

１教授会等の教学運営体制の
確立

Ｃ ガバナンス

１監事による業務の適切性

２評議員会の活動運営の適切性

３ガバナンス機能の適切性

その他 ・地域連携活動 長良川鉄道との地域連携である
「“あそびスター”トレイン」、郡上
市との連携活動である「ぐじょうファ
ミリーフェスタ」、関市との連携活動
である「SEKIいきいきフェスタ」を実
施した。 「“あそびスター”トレイ
ン」、「ぐじょうファミリーフェス
タ」においては、「学生による地域貢
献事業助成」を受けており、年間を通
して計画的な活動が行われた。「“あ
そびスター”トレイン」においては、6
年目の活動ということもあり、学生の
成長に伴い活動内容のレベルが向上し
ている。また、参加希望学生も多く、
計画的に事前準備も進めることができ
た。

「ぐじょうファミリーフェスタ」につ
いては、郡上市の子育て課題への対応
を視野に入れたイベントを展開するこ
とができ、高い評価を得ることができ
た。しかし、本学科の郡上市出身学生
が減少しているため、今後どのように
継続的に取り組んでいくか検討が必要
と思われる。さらに今後、「SEKIいき
いきフェスタ」の継続的な活動に期待
したい。
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　　2015年度短期大学部自己点検・評価作業用シート（社会福祉学科）　　　　

短大基準協会 2015年度事業計画 内容と成果 課題 備考

・効果的な教育への取り組
み

2014年度に準備を整えた、授業・学
習支援のための独自の学習管理機能・
システムを備えたMoodleを活用し、
2015年度前期開講演習科目「リラク
セーションケア」（担当教員：社会福
祉学科 教授 横山さつき）において、
履修者が授業時間外に毎回の演習授業
の練習する技術の予習・復習を仕組み
を整え、実施をした。これにより、学
生は授業授業時間外での効果的な自己
学習の結果をえることができた。また
「介護福祉士国家試験対策講座」で
は、分野ごとに100問の問題を作成し、
それを学生が授業時間外にインター
ネットからサーバーにアクセスして、
自己学習ができる体制を整え、実施し
た。また、模擬試験の結果を3段階にわ
け、成績の悪い学生のみ少人数で集中
的に試験対策講座を実施をおこなっ
た。これにより、模擬試験では2回目の
成績や共通試験での結果より、学生の
成績向上が確認された。

Moodleを用いた授業改善の取り組み
が、一部の教員の一部の演習科目での
取り組みに留まっている現状にある。
そのため、Moodlrの活用した科目で
は、自己学習につながる効果が確認さ
れているため、他の科目でも導入をす
すめていき、学生が積極的な自己学習
につなげることができるか検証をおこ
なう必要がある。また、国家試験対策
では、成績上位者はMoodleにアクセス
し、問題に取り組んでいるが、特に成
績が悪い学生はアクセス数が少ない状
況にあった。そのため全ての学生が自
己学習に取り組むことができるよう、
学生への呼びかけなどの検討が必要で
ある。

基準Ⅱ 教育課程と学生支援
Ａ 教育課程
２教育課程編成・実施の方針
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・実習施設等との連携推進
による効果的な実習教育と
学生の実習満足度の向上を
目指す。
　

今年度、実習段階ごとに介護実習内容
と評価基準を明確にし、評価表を新た
にした。今年度の実習指導者教育研修
会において、評価表の達成度を詳細に
示し、評価基準を標準化できるように
実習担当者間で共通認識を図った。
学校での実習指導の一環として、1年次
の最初の介護実習に行く前に、実習激
励会を開催し実習への不安解消と意欲
的に実習に迎えられるよう学科教員と2
年生と共に激励をした。また、多様な
介護ニーズに対応できるように、高齢
者グループホームを2施設取り入れた。
介護実習を通して、課題が残された学
生に対しては、再実習の機会を設けて
施設実習担当者の協力を得ながら個別
指導を行った。その結果、介護実習の
評価は合格点に達した。

1年次の介護基礎実習において高齢者グ
ループホームでの実習を試行的に2施設
取り入れ配属したが、全ての学生が高
齢者グループホームで実習体験できる
わけではない。今後は益々在宅介護
サービスのニーズが増すことが予測で
きるが、デイサービスセンターなどの
在宅サービス実習も一部の学生しか実
習体験ができていない。今後の課題と
して、全ての学生が施設サービス以外
の多様な施設での実習配属ができるよ
うに考えていきたい。

・医療的ケア導入に向けた
取り組み

医療的ケアの基本研修部分の十分な
指導体制を確立するために、これまで
に中部学院大学看護リハビリテーショ
ン学部看護学科の専任教員（看護師資
格をもつ教員）6名に指導資格を取得す
るための介護職員等による喀痰吸引研
修を受講してもらった。学生5名に1名
の指導者がついて技術指導することが
効果的・効率的な教育につながると推
察されるため、さらなる指導者養成行
い、今年度は2014年度入学生（2年次
生）49名に対して10名の指導者による
授業を実施することができた。その結
果、49名全員が基準を満たし単位修得
（授業科目名「医療的ケアA」「医療的
ケアB」「医療的ケアC」、合計45コマ4
単位）に至った。

　2015年度は中部学院大学看護リハビ
リテーション学部看護学科学と短期大
学部社会福祉学科の教員10名によって
技術教育を実施することができた。し
かし来年度からは看護学科の教員が所
属学科の看護師教育に専念する必要が
あるため、新たに少なくとも8名の指導
者を外部機関から確保しなければなら
ない状況となった。学生の個性を踏ま
えた教育を行うことのできる有資格者
の確保が課題である。
　加えて、2015年度の技術教育（演習
授業）は集中講義で土曜日に開講し
た。学生及び教員の生活サイクルを鑑
み、通常開講することが望ましい。

２教育課程編成・実施の方針
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・新コース導入に向けた取
り組み

2016年度より、社会福祉学科の介護
福祉士取得をしない学生の履修モデル
として新たに「美ﾃﾞｻﾞｲﾝｺｰｽ」を設け、
「介護福祉ｺｰｽ」と合わせ2つのｺｰｽを置
くこととした。特に新コースでは、人
生を豊かにすることの支援を幅広くと
らえ、化粧や健康などの関連技術のほ
か、進路を自ら考え切り開く就業力を
サポートする科目として「有給イン
ターンシップ」を教育内に位置づけ、
個々のキャリアサポートに取り組むこ
ととしている。検討にあたっては、学
科以外の教職員も含めたワーキンググ
ループで、新たな発想から議論をすす
ている。また、新コースの検討が既存
の「介護福祉ｺｰｽ」の科目や学習の充実
につながるよう、選択科目の検討も
行った。

新コースの開設は、学長のリーダー
シップのもとにワーキンググループが
中核となり取り組んだが、想定される
学生のニーズにかなうカリキュラム編
成や、有給インターンシップなど新た
な教育方法の導入にあたり、科目の設
定や担当教員の配置、関連業種との調
整等の取り組みが必要となった。ま
た、コースの中心となり実際の指導に
取り組む教員の役割と分担も、学生の
状況によって柔軟に調整していく必要
があり、今後の検討課題となってい
る。

国際交流活動の実施 介護現場が様々な意味で多様化・国
際化しつつある現在、学生時代に広い
視野を養うために熱意をもって行って
いる本学科の国際交流活動は必ずや社
会に貢献できるものとなることを確信
する。
2015年度の社会福祉学科としての国

際交流は、以下の２点において行われ
た。

１．フィリピン・ミンダナオ国際大
学（MKD）との交流・研修

毎年実施してきた全学対象の海外研
修「ミンダナオ国際大学（MKD）との交
流・研修」は、2015年度はダバオ近郊
で発生した外国人誘拐事件の影響で休
止せざるを得なかった。しかしなが
ら、教員３名がMKDを訪問して、介護技
術のワークショップを２日間にわたっ
て開催した。ワークショップの講師は
高野准教授が務め、大変好評であっ
た。

また、学科長 吉川教授がMKDのマ
リャリ学長と会談し、今後の交流活動
の推進、特にMKDの学生の本学への留学
の道筋について話し合った。

前年度実施したようにMKDの社会福祉
学科４年生２名が本学に短期留学する
予定であったが、旅券の発行が間に合
わず、次年度に持ち越された。

２．特別講義「アジアの保健・福祉
を学ぶ」（第７回）
10月15日の3限に１，２年生合同ゼミ

ナールとして「アジア保健研修所

ミンダナオ国際大学との交流を双方
向のものとして継続させるために、参
加学生（双方）のための奨学金（外部
資金）獲得のためにさらに努めたい。

また、先方からの学生・教員の受け
入れのための手続きは十分に時間的余
裕をもって進める必要性を改めて認識
した。

「介護福祉士」を専門職として認め
て、日本の養成校を卒業した外国人に
就労ビザを発給する政策が導入された
ならば、MKDとの交流事業も新しい段階
に入るであろう。従って、留学生の受
け入れについて検討を加え、具体案の
策定することが新年度の課題となろ
う。

２教育課程編成・実施の方針
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３入学者受け入れの方針
４学習成果の査定 ・達成度評価の検討 2014年度実施の介護技術到達度調査

の結果を踏まえ、介護実習における評
価尺度を完成し、2015年度入学生より
学生個人の評価ファイルを作成した。
これを毎回の介護実習終了後、作成さ
れた評価尺度に自己評価を記入するこ
とで、学生自身の達成度や成長の経緯
を評価できる体制を整えた。これによ
り、毎回の介護実習で、自らの課題を
自分自身で確認することができ、次回
の実習で具体的な課題意識を持って望
むことに繋がると期待される。さらに
実習終了後には、目標に対してどの程
度達成できたのかを確認することで、
今後の授業や実習での前向きな取り組
みが期待される。

学生が成功体験を重ねて達成感や満
足感を得、介護実践のやりがいを感じ
ながら学習意欲を高めていけることを
目指した評価尺度であるが、2015年度
入学生より実施を開始しているため、
実践評価は出来ていない。そのため、
同取り組みを継続していく中で、随時
評価を行いながら評価尺度を完成さ
せ、介護福祉士養成課程卒業時の到達
目標をより明確にしていく必要があ
る。

５学生の卒業後評価 ・卒業生の把握と同窓会の
組織化（介護事業所への調
査を含む）

2015年に行った卒業生が就職した施設
への調査（本学科を卒業した職員およ
び介護福祉士教育の内容についての評
価および意見等の把握）の結果を、報
告書にまとめ、実習受け入れ施設等に
配布する。また、岐阜県の補助金を得
て、本学を卒業し介護現場で働いてい
る職員の交流および研鑽の場を提供す
るために、「介護現場で活躍している
卒業生」交流会を２回開催し、大勢の
卒業生が参加した。

「介護現場で活躍している卒業生」交流会
は、単に同窓会ではなく、会を重ねていく
なかで、介護現場のさまざまな話題を語り
合い、課題を検討し認識を深め、資質を高
めていくことも視野にいれている。今後も
定期的に開催し、会の定着・発展を図って
いきたい。
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１学習成果獲得に向けた教育資
源の有効活用

・ＦＤ活動への取り組み(授業
改善に向けた取り組み）

2015年度も前年度に引き続き、学科ごと
ではなく中部学院大学短期大学部全体で
FD活動に取り組んだ。
今年度は新たな試みとして、①FD委員
による外部機関でのFD研修への参加（9
月2日に2名、9月4日に2名が参加した。詳
細については添付資料の報告書参照）、
②教員相互の授業参観（全教員が前期中
に少なくとも2回の授業参観を行って報告
書を提出した）、③Moodleを活用したeラー
ニングの導入に向けた研究及び学習会の
開催（10月28日）を行うことができ、活動が
活発化した。
また、前年度に引き続いて、④講演会
（多様な学生に授業を通していかに関わる
かを学ぶことを目的としたカウンセラーによ
る講演会）を7月29日に開催するとともに、
⑤アクティブラーニングに活用できる技術
に関する学習会（グループワークの手法に
関する体験学習）を3月16日に開催した。

これまでのFD活動が1回完結型の内容
で実施されることが多かったことから、FD
での学びと日頃の教育活動が連動し、継
続的な学びとなるようなFD研修となるような
計画を立案していく必要がある。このことは
前年度に引き続いた課題であり、早急に
検討する必要がある。
FDとSDとの連動・協働に向け検討会を
開催したが実施には至らなかった。そのた
め、来年度は実施に向け方策を具体化す
る必要がある。

別添資料1：
外部機関でのFD研修
報告書

・入学時の学習適応への支
援（基礎ゼミの活動、宿泊
研修、その他）初年次教育

入学時の学習適応に向けた支援につい
ては、オリエンテーションを皮切りに
各科目の中でも取り組むが、主とした
取り組みは今年度も「基礎ゼミナー
ル」を中心に進めている。昨年度と同
様に、ゼミ担当教員と学生の適合性を
考慮し合同学習の機会を多く設けた
が、学生の多様な相談を受け止めると
いう点では効果があったと思われる。
宿泊研修は、これも例年通り白川村で1
泊2日の日程で実施したが、村内交流も
含めて村側との連携がすすみ、観光と
は異なる住民や村内の活動に触れるプ
ログラムを通して学生の多様な力を垣
間見る機会となった。これらを基礎に
して、その後の書く力、まとめ発表す
る力の学習の土台となっている。特に
書く力については、ゼミ合同で、基礎
学習として文章作法や新聞記事の要約
方法を具体的ない学習し、後期ではレ
ポート作成のプログラムを実施してい
る。このことについては、実施後にア
ンケートを実施し、プログラム実施上
の成果と課題をあきらかにしている。

今年度は、学生の中でSNSを使った人
間関係のトラブルが生じ、基礎ゼミ教
員を中心に聞き取りや事後指導にあ
たった。本学科は、社会人も多く学
び、学生層が多様性を持つため、学生
関係の調整や支援に対する役割を基礎
ゼミ担当教員がもつことが多い。今
後、教員研修や大学全体の学生支援体
制との連携を視野に入れ、さらに力量
を高めていく必要性がある。また、基
礎ゼミでの「書く指導」では、基礎学
習力が特に低い学生が出てきており、
入学時から学生の書く力を評価し、そ
の後の指導につなげていくことが必要
になっている。

２学習成果獲得に向けた組織的
学習支援

Ｂ 学生支援
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・国家試験対策 卒業時共通試験の全員合格をめざし、
介護福祉士全国統一模擬試験を2回（基
礎編・実力編）実施した。1回目の模試
の結果、6割取れない学生は全体の約6
割であった。6割取れていない学生を対
象に、3学科（中部学院大学の介護支援
コースと中部学院大学短期大学部専攻
科、社会福祉学科）の介護教員が集中
講義形式で修得度別対策講座を合同実
施。その結果、2回目の模試の結果、6
割取れていない学生は約4割となった。
その約4割の学生を対象に学科教員が科
目別に共通試験対策を行った。さら
に、今年度新たな取り組みとして、3学
科合同の国家試験対策（3学科合同での
模擬試験の実施）、Moodleを利用した
e-ラーニングによる学習システムを活
用した。Moodleの活用については、自
主的に学習を進められるようにした。

次年度は、共通試験日が例年の2月から
12月に時期が早まる。そのため、共通
試験の日程に合わせて模擬試験日を設
定する必要がある。

別添資料２：
2015年度全国介護福
祉士模擬試験結果

３学習成果獲得に向けた学生へ
の組織的な生活支援

学生生活支援の取り組み 全学的に社会福祉学科の学生相談件数
の割合が高く、知的発達障がいや学習障
がいを強く疑う学生が増えてきている。そ
のため、そのような学生の学修支援や就職
支援に向けての調整役を看護師・保健師・
養護教諭等の資格を併せ持つ専任教員
が担う体制を取った。
その結果、岐阜労働局岐阜公共職業安
定所就職支援ナビゲータ―や厚生労働省
岐阜労働局ハローワーク関の学卒ジョブ
サポーター等の外部機関、及び学内機関
（保健室看護師、学生課・キャリア支援セ
ンター・学生支援室の職員、カウンセラー）
と協働した早期からの支援を行うことがで
き、就労移行支援事業等につなげることが
できた。

カウンセラーによる簡易テスト等によって
知的障がいを懸念する学生が数名存在す
る。しかし、これまでに医療機関や相談機
関にかかることなく、また、特別クラスや特
別支援学校に通うことなく、保護者の保護
の基に何とか普通学級で教育を受けてき
た短大生は、療育手帳の対象者から除外
されるため、卒業後の就職が非常に難し
い。
したがって、入学してからの学生のフォ
ローも重要であるが、入学させることが学
生の将来の選択の幅を狭めることになりか
ねないことも踏まえ、入学時の選抜を慎重
に行う必要がある。
職業訓練生が半数を占める現状におい
て、社会人学生と現役学生間のトラブルか
らくる学生相談が多数あった。そのため、
入学時に行っているレクチャー（社会人学
生への現役学生との関わり方や学生として
のふるまい等についてのレクチャー）を充
実させる必要がある。

２学習成果獲得に向けた組織的
学習支援
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４進路支援 就職率100%に向けた取り組
み

2014年度卒業生も、就職希望者はすべて
就職先が決まり、そのうち95％が介護・福
祉職に就いている。卒業後の進路に関し
てはゼミ担当教員が主となり、学科教員全
員とキャリア支援センターが学生ひとり1人
の希望を受け止めながら個別に支援を展
開している。卒後の進路選択に向けて入
学時より全体への働きかけまた個別への
対応を開始しているが、年度により介護の
求人・採用の出足がおそく、内定も遅れる
という傾向も見られた。

毎年、数名の学生が、希望どする就職先
に就労できなかったり、さまざまな事情によ
り就労を保留している。就労に向け個別に
課題を抱えた学生への早期からの支援を
どうすすめるかという課題も浮かび上がっ
ており、キャリア支援センター・各ゼミ担当
の教員による柔軟な対応が求められてい
る。

別添資料３：
2015年度（2016年度卒
業者）進路状況

・高大連携講座 連携協定を結んでいる高校を対象に介護講
座を実施した。今年度は、昨年に引き続
き、関有知高校との連携強化を図った。具
体的な内容としては、関有知高校卒業の本
学科2年の学生と教員が、関有知高校に訪問
し、3年生対象に福祉教育の授業を行った。
また、夏休み介護体験セミナーを利用し、
関有知高校生（9名）と本学科2年生と共
に、施設の高齢者を対象に音楽療法を実施
した。
また、山県高校の連携講座は、介護福祉を
めざす高校生に対し福祉教育の模擬授業を
本学介護実習室で実施した。このほか、県
内及び愛知県の高校への出前講座を7回実施
し、介護を目指す高校生や教員への具体的
な説明をする機会を得た。

少数ではあるが、関有知高校から本学科介
護福祉コースへの出願に結びついた。その
一方で、高大連携を図っている高校生の中
には、出願したいが経済的理由により介護
施設への就職を希望する学生もいた。高大
連携事業の成果として、福祉意識は高まっ
たが大学進学には結びつかないケースを考
えると、入試広報課と連携を図りながら高
大連携事業を進めていくことを検討する必
要がある。関有知高校との連携事業が更に
定着したものとなるように工夫していくこ
と、そして、高校生と大学生が共同で研究
課題を見つけられる活動にすることも事業
活性化につながると考える。

・オープンキャンパス 今年度のオープンキャンパスは、社会福祉
学科に美・デザインコースが新設されるこ
とを受け、2コースに分けて実施した。介護
福祉コースでは、学科教員が各専門分野の
模擬授業を担当し、演習を交えながら福祉
に興味・関心を抱いていただけるように楽
しい授業を心がけて実施した。美・デザイ
ンコースにおいては、新コースの学びが明
確に分かるように模擬授業に加え、模擬体
験の二本立てで実施した。オープンキャン
パス参加状況は、5月33名、7月34名、8月32
名でこれらの月が最も人数が多かった。一
番参加者の多い7月の参加人数を昨年度と比
較すると、今年度は68名に倍増していた。
次年度入学予定者は2月20日現在で37名であ
ることから、各月にオープンキャンパスを
実施することは意義深いことに加え、オー
プンキャンパス参加者が入試につながって
いると考えられる。新設の美・デザイン
コースについては、毎回のオープンキャン
パスに概ね15名程度の参加者で、次年度入
学予定者が19名であることから、確実に出
願につながったと考えられる。

介護福祉を目指す学生数が全国的に減少の
傾向ではあるが、確実に日本の高齢者介護
ニーズは高くなる一方であることから、よ
り多くの高校生がオープンキャンパスに参
加してもらい、福祉教育の啓蒙を含めて興
味深い内容を取り入れていく必要がある。
今年度のオープンキャンパスでは社福全体
で、のべ126名が参加。3年生の参加者は、
のべ84名。参加者全員が出願に繋がってい
るわけではないため、出願しなかった高校
生がどのような進路を選択したのか、ま
た、その進路を選択した理由を把握し、課
題は何かを分析し検討する必要がある。

別添資料4：
第６回入試広報委員会
資料P25～32参照

５受験生に対する受け入れ方針
の明確化
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・多媒体での広報 本学ホームページは行事や授業、ゼミ活動
などの活躍が新聞やテレビ放映された内容
を、即、ホームページで取り上げられるよ
うに努力した。高校訪問は過去の入学者の
統計から重点校を決め、教員が分担をして
年3回訪問し、学科での取り組について進路
指導担当教員に伝えた。また8月には中・高
校生を対象として、介護体験セミナーを6つ
の介護施設を会場として開催し、短大教員
と施設担当者と共に中・高校生の体験の機
会とした。さらに、3月の職業訓練生募集に
関連し、1月下旬には岐阜市・関市・美濃加
茂市に募集チラシを配布した。広報に当た
り、岐阜市、関市、大垣市、美濃加茂市、
多治見市、一宮市のハローワークに出向
き、職業訓練制度の詳細について窓口担当
者に直接説明を行った。その他、マスコミ
に働きかけを行い、岐阜新聞に折り込みち
らしを挟み岐阜県内に広報した。また、リ
ビング新聞社のタウン誌を活用し、愛知県
内に職業訓練制度の募集案内を掲載した。

介護体験セミナーは、今年度は高校生に加
え中学生を対象に加えた。中学生への広報
は、会場施設（あかつき）に近い小金田中
学校長を訪ね、参加生徒の呼びかけを依頼
した。結果、中学生4名の参加があった。高
校生は19名の参加であった。次年度は、中
学校の広報の地域を広げ、早い段階から広
報の方法を検討していく必要がある。ま
た、職業訓練生募集チラシの配布について
は、チラシの制作時期が遅くなってしまっ
た。そのため、次年度は、早めにチラシの
制作に取り掛かり配布地域の手配を行う必
要がある。

・介護の日 11月11日の「介護の日」啓発活動を2009
年度から学外にて行っている。2015年度は
11月3日に本学各務原キャンパスと各務原市
との共催で開催される「学びの森フェス
ティバル」において、介護の日PR活動と介
護に携わっている方に対して感謝の気持ち
を込めたバラの花を手渡した。これまでは
岐阜市柳ケ瀬商店街、岐阜駅前等でPR活動
とバラのプレゼントを行なってきた。例年
より足をとめて学生と話してくださる方が
多く、学生に話しかけてくださる方もおら
れた。今年度は天候にも恵まれたが「この
場でゆったり過ごす」ために来ている人た
ちが多い会場であることが昨年までとは大
きな違いとなったと考えられる。活動前に
学生キャラバン隊を編成し、岐阜新聞・中
日新聞・ＮＨＫ岐阜放送局を事前訪問し、
活動のアピールをおこなった。これによ
り、各新聞やインターネット上で取り上げ
られている。

　2009年度から継続して行っている活動で
あるため、地域の方々に対しる認知度は上
がっているといえる。しかし、昨年同様に
介護福祉士会や社会福祉協議会などの活動
との差別化を図ることで更なる広報に繋げ
ていく必要がある。しかし、同取り組み
は、授業の妨げにならないように、土日曜
日で開催することが多いため、学生の負担
が少なからず発生している。そのため、開
催日や場所など、より効果的であると共に
負担の少ない活動方法の検討が必要といえ
る。

別添資料5：
「介護の日」啓発活動
チラシ

５受験生に対する受け入れ方針
の明確化
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２教育課程編成・実施の方針に
基づく教育研究活動

・教員研修
・研究状況

　2015年度は、日本介護福祉士養成施
設協会（以下、介養協とする）東海北
陸ブロック教員研修会を幹事校として9
月26日(土)27日(日)に岐阜県大垣市で
開催した。
　科学研究費助成事業は新規採択が2件
(研究代表者1件、研究分担者1件)、継
続が1件(研究代表者1件)、申請中が5件
である。学内特別研究費助成について
は、交付が2件（いずれも奨励研究）、
教育改革事業 交付が1件(継続,共同研
究)、申請が3件(共同研究2件,奨励研究
1件)である。

本年度は、学科教員全員が競争的外部
資金(科研費助成）に申請を行なった。学
生に対して質の高い教育を提供するため
にも、一層の教員が研究に取り組むことが
できる環境づくりと意識の醸成が必要であ
る。

別添資料6：
2015年度研究費採択
状況

・地域連携活動の推進 大学所在地である向山団地自治会を
はじめ、大学が連携協定を取り結んで
いる自治体や福祉施設と密接にかかわ
りながら教育活動を展開している。以
下の積み重ねの結果「地元に強い中部
学院大学短期大学部」として知名度と
信頼が高まり、学生の就職活動に多い
に役立っている。

具体的には、①向山長寿会のみなさ
んと学科1年生によるグランドゴルフ交
流会の開催、②介護技術実技授業に向
山長寿会のみなさんを迎えて実施、③
入学時宿泊研修の村内各地での交流活
動を白川村役場と住民のみなさんの協
力により実施、④飛騨地区福祉の仕事
相談会の実施、⑤関市内グループホー
ム大運動会 などである。

活動先となっているのは、学科教員が研
究活動で関わってきた自治体や福祉施設
が中心である。年を重ねるごとに「社会福
祉学科」と活動先との関係が構築できつつ
ある。今後は、企画準備段階から実施に
至るプロセスにおいて学生の積極的参画
を促し、地域社会の方たちと交流が進むよ
う工夫する必要がある。

別添資料7：
2015年度飛騨地区福
祉の仕事相談会のチラ
シ
別添資料8：
2015年度入学時宿泊
研修村内交流活動

・卒後教育（介護福祉セミ
ナー）

第15回の「介護福祉セミナー」を2016
年3月に開催した。「介護現場に元気と
パワーと新たな技術を！」というテー
マのもと、NHKでおなじみの秦万里子氏
のコンサート、介護関係者による実践
報告およワークショップと、盛りだく
さんの内容であった。介護現場での新
たな技術やノウハウについて実地で学
ぶとともに、コンサートでは、参加者
の悩みや思いが共有され、介護の意義
が深められ、勇気づけられた。

セミナーの内容を、介護現場や関係者と
協議して、充実させていく。開催の期日や
内容、広告の方法を見直し、より広く、参
加しやすく意義のあるセミナーになるよう
に、委員会をつくって検討する。

基準Ⅲ 教育資源と財的資源
Ａ 人的資源

その他
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・卒業時共通試験 2016年2月に実施された卒業時共通試験
では、受験者全員が合格し、介護福祉
士を取得することができた。それにむ
け、模擬試験および対策講座を重ねて
行い、よい結果が得られた。

2016年度入学生より、介護福祉士取得を
希望する学生は国家試験を受験し、合格
せねばならない。そのための対策を万全
に実施し、全員合格を目指す。

その他
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